
財政健全化法に関する「健全化判断比率」等の算定状況について 

 

令 和 ２ 年 １ ０ 月 ７ 日 

財 政 課 

 

 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、令和元年度決算に係る健全化判断比率

及び資金不足比率を算定しました。（確定値） 

 

 

＜健全化判断比率：一般会計等に係る基準＞ 

区  分 

本県の状況 早 期 

健全化 

基 準 

財 政 

再 生 

基 準 

内    容 Ｈ３０決算 

（全国平均） 

Ｒ元決算 

（全国平均） 

実質赤字比率 赤字なし 赤字なし 3.75％ 5％ 
一般会計等の実質赤字の比率

（対標準財政規模） 

連結実質赤字比率 赤字なし 赤字なし 8.75％ 15％ 
公営企業会計も含めた実質赤字

の比率（対標準財政規模） 

実質公債費比率 
１２．７％ 

（１０．９％） 

１１．８％ 

（１０．５％） 
25％ 35％ 

一般会計等が負担する元利償還

金等の比率（対標準財政規模） 

将来負担比率 
１２６．８％ 

（１７３．６％） 

１３６．９％ 

（１７２．９％） 
400％ ― 

一般会計等が将来負担する実質

的負債の比率（対標準財政規模） 

 

＜資金不足比率：公営企業に係る基準＞ 

区   分 
本県の状況 経営健全化

基準 
内  容 

Ｈ３０決算 Ｒ元決算 

電気事業会計 

資金不足なし 資金不足なし ２０％ 

公営企業ごとの資金

不足の比率（対事業

の規模：営業収益） 

工業用水道事業会計 

埋立事業会計 

病院事業会計 

天神川流域下水道事業特別会計 

県営境港水産施設事業特別会計 

港湾整備事業特別会計 

 



（単位：％）

○実質赤字比率 （単位：千円、％）

＝ －

※（　）書きは前年度決算算定値

○連結実質赤字比率 （単位：千円、％）

＝ －

※（　）書きは前年度決算算定値

○実質公債費比率

の３ヵ年平均＝ 11.8

○将来負担比率

＝ 136.9

※（　）書きは前年度決算算定値

○資金不足比率 （単位：千円、％）

＝ －

事業の規模

※（　）書きは前年度決算算定値

資金の不足額
公営企業に係る特別会計の決算において、流動負債相当額が流動資産相当額を上回った場合、資金不足が
発生する

算入公債費等 地方公共団体に交付される普通交付税の算定基礎となる額のうち、地方債の償還金に係るもの

（各会計の営業収益の額）

項　目

充当可能財源等 地方債の償還額等に充てることができる基金や特定の歳入

説　　明

元利償還金等に充
てられた特定財源

準元利償還金 一般会計等からそれ以外の特別会計への支出のうち公営企業の地方債の償還に充てたと認められるもの等

地方債の償還財源に充当される特定財源

標準財政規模
地方公共団体の標準的な状態で収入される経常的な一般財源の規模を示すもので、標準税収入等＋普通
交付税＋臨時財政対策債の合計額

用語解説

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

連結実質赤字額

標準財政規模

標準財政規模　－　算入公債費等

　　標準財政規模　－　　　算入公債費等

資金の不足額

（参考）　健全化判断比率等 算定方法

連結実質赤字比率　　＝

実質赤字比率　　　　＝

資金不足比率　　　＝

将来負担比率 　＝

実質公債費比率　＝

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－

(元利償還金等に充てられた特定財源＋算入公債費等)

　　将来負担額　－　　　充当可能財源等


